
民間団体等用

低炭素型の融雪設備導入支援事業

応募書類

提出日：平成26年　　月　　日

事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙１（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施計画書
	事業の名称
	

	事業実施の団体名
（代表事業者）
	

	
	事業実施の代表者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	
	経理責任者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	共同事業者

	団　 体 　名


	　　 　　事　業　実　施　責　任　者

	
	
	氏　　　　名
	　　所属部署・役職名
	　　電話／ＦＡＸ
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置する融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類、施工スケジュール等の概要を必ず記載すること。


	既設・新設の別
	　　　既設　　　・　　　新設

（既設の場合、元の熱源：※電気、灯油等を記載すること　）


	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】

	事業の効果・有望性


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること。

※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること。
【CO2削減効果】

※　【 CO2削減効果の算定根拠】により算定した年間の CO2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくCO2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。
【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）×1000(kg/t)×導入する設備の法定耐用年数（年））÷補助金所要額（円）＝費用効率（kg-CO2/円）

	事業の実施体制


	※　当該事業の実施体制・組織について簡潔に記載すること。補助対象となる設備を申請者以外の事業者が運転・管理する場合には、その事業者等を含めて記入すること。
【事業の実施体制】

【設備の維持管理体制】
【CO2削減量の把握方法】

	資金計画
	※　事業収支と事業資金の調達計画（方法）を記載すること。適宜図表を挿入して差し支えない。図表をオブジェクトとして貼り付ける場合、ファイル容量を抑えるよう最大限努めること。

	備考
	※　他の助成制度でこれまで類似の事業を行っている場合、又は、今後取り組むことを計画している場合にはその取組内容を簡潔に記載すること。


　注：①記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。

別紙２（民間団体等用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業に要する経費内訳
	所用経費
	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

[image: image1.png]


(１)－(２)
	(４)補助対象経費
支出予定額

	
	円
	円
	円
	円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額
	(８)補助金所要額
(７)×２／３


	
	円
	円
	円
	円

	補助対象経費支出予定額内訳

	経費区分・費目
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	（例）直接工事費

(1) 材料費

○○○器具

(2) 労務費

工事作業費（設備機械工）

工事作業費（普通作業員）

本公募要領『別紙』の
区分・費目・細分に
従って記載すること。

	500,000 円

177,000円

127,000円

区分・費目・細分に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。

	　@ 250,000円 × 2台

　@ 17,700円 × 10人・工

　@ 12,700円 × 10人・工

金額の算出根拠が明確になるように記載し、見積書と対比できるようにすること。

（共同事業者にも費用負担がある場合は、本様式を用いて、事業者ごとの経費支出予定額が分かるように別紙にして記載すること。）


	合　計
	円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　称
	仕　　様
	数量
	単　　価
	金　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）表の事項は例示である。
地方公共団体用

低炭素型の融雪設備導入支援事業

応募書類

提出日：平成26年　　月　　日

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙１（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業実施計画書

	事業の名称

	

	地方公共団体名

	

	
	事業実施の担当者
	氏　　　　名
	

	
	
	所属部署
	

	
	
	役　　　　職
	

	
	
	所　 在 　地
	

	
	
	電話／ＦＡＸ
	

	
	
	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	

	事業の概要

	※事業の概要を１００～２００字程度で記載し、その際、設置する融雪設備の規模や施工方法、熱源の種類、施工スケジュール等の概要を必ず記載すること。


	既設・新設の別
	　　　既設　　　・　　　新設

　（既設の場合、元の熱源：※電気、灯油等を記載すること　）

	事業実施場所
	【融雪設備の設置場所と土地利用状況及び周辺建築物との位置関係や設置概況がわかる図面等を添付すること】


	
	

	事業の効果・有望性


	【融雪設備の種類や能力、融雪面積等】

※　ヒートポンプ等を使用する場合はメーカー、形式、定格出力を必ず記載すること
※　ロードヒーティング設備の場合は融雪面積を記載すること

【CO2削減効果】

※　【 CO2削減効果の算定根拠】により算定した年間の CO2削減量を記入すること。
【CO2削減効果の算定根拠】

※　「別添のとおり」と記入し、地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成26年４月環境省地球環境局）において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）により「事業による直接導入量」に基づくＣＯ2削減量を算定した上で、同ファイルを添付すること。）
　　なお、エクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）における「エネルギー消費量・供給量の設定」は、具体的なデータを記入することとし、その根拠、引用元を「記入欄」に記入するとともに、その具体的資料を添付すること。
【CO2削減コスト】

※　【CO2削減効果】に記入したCO2削減量１トンを削減するために必要なコストについて以下の式により記載すること。

（CO2削減量（t-CO2/年）×1000(kg/t)×導入する設備の法定耐用年数（年））÷補助金所要額（円）＝費用効率（kg-CO2/円）

	事業の実施体制


	※　当該事業の実施体制・組織について簡潔に記載すること。補助対象となる設備を申請者以外の事業者が運転・管理する場合には、その事業者等を含めて記入すること。
【事業の実施体制】

【設備の維持管理体制】

【CO2削減量の把握方法】



	備考
	※　他の助成制度でこれまで類似の事業を行っている場合、又は、今後取り組むことを計画している場合にはその取組内容を簡潔に記載すること


　注：①記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用するか、別葉に記載すること。

別紙２（地方公共団体用）
低炭素型の融雪設備導入支援事業に要する経費内訳

	　所要経費


	(１)総事業費
	(２)寄付金その他の収入
	(３)差引額

(１)－(２)
	(４)補助対象経費
支出予定額

	
	            円
	            円
	            円
	            円

	
	(５)基準額
	(６)選定額
(４)と(５)を比較して少ない方の額
	(７)国庫補助基本額
(３)と(６)を比較して少ない方の額       
	(８)補助金所要額
(７)×２／３


	
	            円
	            円
	            円
	            円

	補助対象経費支出予定額内訳

	　　経費区分・費目
	　金　　額
	　　　　　積　　算　　内　　訳　　　　　

	（例）直接工事費

(1) 材料費

○○○器具

(2) 労務費

工事作業費（設備機械工）

工事作業費（普通作業員）
	500,000 円

177,000円

127,000円
	　@ 250,000円 × 2台

　@ 17,700円 × 10人・工

　@ 12,700円 × 10人・工

	
	本公募要領『別紙』の
区分・費目・細分に
従って記載すること。
	
	
	区分・費目・細分に従って、各項目ごとにまとめて記載すること。
	
	
	金額の算出根拠が明確になるように記載し、見積書と対比できるようにすること。
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	　　　合　　計
	　　　　　円
	

	購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が５０万円以上のもの）

	名　　　　　　称
	仕　　　　　様
	数量
	単　　　価
	金　　　額
	購入予定時期

	
	
	
	
	
	


（注）表の事項は例示である。
	様式１　別紙３
	
	
	
	

	平成　　　年度歳入歳出予算書（見込書）抜粋

	
	
	
	
	（地方公共団体名：　　　　　　　　　）

	
	
	
	
	（単位：円）

	（歳　　　　　　　入）
	（歳　　　　　　　出）

	事　　　　項
	金　　額
	事　　　　項
	金　　額
	備　　考

	（款）国庫支出金
	　
	（款）環境保全費
	　
	　

	（項）国庫補助金
	　
	（項）環境保全費
	　
	

	（目）環境保全費国庫補助金
	　
	（目）地球環境保全費
	　
	　

	（節）環境保全費
	　
	（節）備品工事費
	　
	　

	一般会計
	　
	（節）工事請負費
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　　　　　計
	　
	合　　　　　　　計
	　
	　

	（注）表の事項は例示である。
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